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ている(同 896 条・897 条)。また、共同相続人
間で財産配分について後日協議が行われた場
合にも、相続開始時に遡って各相続人が権利関
係を承継することが原則であり(同909条)、被
相続人の財産や法律関係を清算した後に相続
人に配分する制度は、例外的なものとされてい
る(同920条以下)。以上を要するに、現行法に
おける相続関係は、被相続人と相続人とが、同
一の集団に帰属しており、財産や法的地位の承
継も、当該集団の内部で行われることが、暗黙
のうちに前提とされているものと考えられる。 
そうであるとすると、被相続人の個人情報保
護が、相続の過程でどこまで「個人の情報」と
して保護されるべきかは、かなり根本的な再検
討が必要である可能性がある。すなわち、個人
情報保護制度の目的は、あくまで「個人」の人
格及び利益の保護であるから、特定の集団に帰
属している「構成員」としての保護とやや異質
な側面を持つのではないか、言い換えれば、被
相続人の個人情報を「個人」の情報として保護
するためには、相続に関する法制度としても、
理論上の個人主義を前提とした、いわゆる「死
者の人格」「死者の権利」という観念を導入し、
被相続人の財産を清算した後に相続人に配分
する制度を採ることの方が、より理論的に整合
しているのではないか、という考え方が生ずる
可能性が、十分高いように思われる。 
もとより、関係者間で信頼関係が十二分に維
持され、個人情報を含む必要な情報が関係者に
的確に把握されている限り、本報告で懸念され
るような事態には至らないことも明らかであ
るから、個人情報保護制度のために、相続制度
全体を再構築することは、法体系としてのバラ
ンス上かえって問題が大きいとも考えられる。
しかしながら、上述のとおり、個人情報保護制
度と現行法の相続制度との間には、関係者間の
法律構成に関する前提としての考え方に、かな
り大きな違いが存在し、それが相続をめぐる個
人情報保護の問題点の一部を生じさせている
可能性があることについて、一般的な検討の必
要性を指摘することは、個人情報保護に関する
今後の議論にとって有益であるものと考えた
ため、若干の問題提起を行った次第である。 
 
（以 上） 
